
【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 65,710,804   固定負債 11,021,048

    有形固定資産 60,293,327     地方債等 10,681,350

      事業用資産 34,688,300     長期未払金 5,372

        土地 23,058,270     退職手当引当金 98,972

        立木竹 35,000     損失補償等引当金 -

        建物 26,659,224     その他 235,354

        建物減価償却累計額 △ 15,926,486   流動負債 338,835

        工作物 24,357,071     １年内償還予定地方債等 57,314

        工作物減価償却累計額 △ 23,601,806     未払金 22,527

        船舶 147     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 △ 88     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 159,676

        航空機 -     預り金 2,860

        航空機減価償却累計額 -     その他 96,458

        その他 187,605 負債合計 11,359,883

        その他減価償却累計額 △ 91,437 【純資産の部】

        建設仮勘定 10,801   固定資産等形成分 67,480,994

      インフラ資産 24,959,819   余剰分（不足分） △ 10,131,918

        土地 322,128   他団体出資等分 -

        建物 3,808,513

        建物減価償却累計額 △ 1,307,507

        工作物 62,097,063

        工作物減価償却累計額 △ 40,211,718

        その他 1,258,218

        その他減価償却累計額 △ 1,018,002

        建設仮勘定 11,124

      物品 2,058,812

      物品減価償却累計額 △ 1,413,604

    無形固定資産 10,445

      ソフトウェア 4,506

      その他 5,939

    投資その他の資産 5,407,032

      投資及び出資金 53,033

        有価証券 -

        出資金 53,033

        その他 -

      長期延滞債権 122,526

      長期貸付金 668

      基金 5,223,030

        減債基金 1,299,145

        その他 3,923,886

      その他 7,774

      徴収不能引当金 -

  流動資産 2,998,155

    現金預金 1,022,973

    未収金 129,003

    短期貸付金 -

    基金 1,770,190

      財政調整基金 1,770,190

      減債基金 -

    棚卸資産 3,435

    その他 97,063

    徴収不能引当金 △ 24,509

  繰延資産 - 純資産合計 57,349,076

資産合計 68,708,959 負債及び純資産合計 68,708,959

連結貸借対照表
（平成29年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 1,361

    その他 -

純行政コスト 15,704,435

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 1,361

  臨時損失 3,287,026

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 3,287,026

    使用料及び手数料 1,178,306

    その他 1,820,504

純経常行政コスト 12,418,770

      社会保障給付 3,225,879

      その他 68,407

  経常収益 2,998,810

        その他 409,161

    移転費用 7,946,630

      補助金等 4,652,344

      その他の業務費用 575,286

        支払利息 166,079

        徴収不能引当金繰入額 45

        維持補修費 411,964

        減価償却費 1,926,527

        その他 5,019

        その他 72,706

      物件費等 4,404,419

        物件費 2,060,908

        職員給与費 2,224,879

        賞与等引当金繰入額 115,563

        退職手当引当金繰入額 78,098

  経常費用 15,417,580

    業務費用 7,470,950

      人件費 2,491,246

連結行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 59,211,446 69,237,882 △ 10,026,435 -

  純行政コスト（△） △ 15,704,435 △ 15,704,435 -

  財源 12,463,281 12,463,281 -

    税収等 9,617,959 9,617,959 -

    国県等補助金 2,845,322 2,845,322 -

  本年度差額 △ 3,241,154 △ 3,241,154 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 3,962,275 3,962,275

    有形固定資産等の増加 905,139 △ 905,139

    有形固定資産等の減少 △ 5,523,496 5,523,496

    貸付金・基金等の増加 1,999,892 △ 1,999,892

    貸付金・基金等の減少 △ 1,343,809 1,343,809

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 49,152 49,152

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 1,329,632 2,156,235 △ 826,603

  本年度純資産変動額 △ 1,862,370 △ 1,756,887 △ 105,483 -

本年度末純資産残高 57,349,076 67,480,994 △ 10,131,918 -

連結純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 1,563

本年度末歳計外現金残高 1,563

本年度末現金預金残高 1,022,973

財務活動収支 △ 887,790

本年度資金収支額 △ 180,371

前年度末資金残高 1,201,781

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,021,410

    地方債等償還支出 1,615,643

    その他の支出 -

  財務活動収入 727,853

    地方債等発行収入 727,853

    その他の収入 -

    資産売却収入 11,668

    その他の収入 10

投資活動収支 △ 953,627

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,615,643

    その他の支出 -

  投資活動収入 358,758

    国県等補助金収入 302,728

    基金取崩収入 43,452

    貸付金元金回収収入 900

  投資活動支出 1,312,386

    公共施設等整備費支出 613,725

    基金積立金支出 698,661

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,661,046

【投資活動収支】

    税収等収入 9,588,221

    国県等補助金収入 2,554,460

    使用料及び手数料収入 1,189,741

    その他の収入 1,818,694

  臨時支出 -

    移転費用支出 7,946,630

      補助金等支出 4,652,344

      社会保障給付支出 3,225,879

      その他の支出 68,407

  業務収入 15,151,115

    業務費用支出 5,543,439

      人件費支出 2,400,654

      物件費等支出 2,576,009

      支払利息支出 166,079

      その他の支出 400,697

連結資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,490,069



1　重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

　ただし、取得価格が不明な道路、河川および水路の敷地等は備忘価格1円としています。

　また、物品は原則として取得価格50万円以上（美術品は300万円以上）のものを計上しています。

　なお、開始後については、評価は原則として取得原価とし、再調達は行わないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

・出資金のうち、市場価格があるものは、会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

・出資金のうち、市場価格がないものは、出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしてい

ます。

　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

③有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しています。

・無形固定資産

　定額法を採用しています。

④引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金

　過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

・退職給付引当金

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

・損失補償引当金地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っています。 

 

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

・消費税等の会計処理

　　税込方式によっています。 

2　重要な会計方針の変更等

　重要な会計方針の変更はありません。

3　重要な後発事象

　該当する事象はありません。

4　偶発債務

　該当する債務はありません。

5　追加情報

①対象範囲（連結対象とする団体）

　全体財務書類に、事業内容に比例した割合で、次の一部事務組合の財務書類を連結しています。

・山梨県市町村総合事務組合　　　　比例連結割合：  －

・山梨県後期高齢者医療広域連合　　比例連結割合： 2.71%

・峡南広域行政組合　　　　　　　　比例連結割合：25.46%

・身延町早川町組合立飯富病院　　　比例連結割合：58.78%

②地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ

て会計年度末の計数としています。

　

③表示単位未満の金額は四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

注　記


